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要旨：2011 年東北地方太平洋沖地震において，栃木県に位置する 3 階建て RC 校舎は鉄骨ブレースで耐震補

強したにもかかわらず上部構造は中破，基礎構造は大破の被害が生じた。当該建物の上部構造と基礎構造の

被害の相互関係を検証するため，本震時に当該建物に入力された地震動を推定し，耐震補強前後における建

物－杭－地盤から成る連成系モデルを用いた地震応答解析を行った。その結果，解析は実被害を概ね再現し

た。また上部構造を耐震補強することで杭頭部の曲げ変形は補強前よりも大きくなり，降伏点曲率に対する

最大応答曲率の比で定義する塑性率は 1.8 から 11.2 に増大した。 

キーワード：鉄筋コンクリート建物，杭基礎，耐震補強，地震被害，建物－杭－地盤連成系，地震応答解析 

 

1. はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は

各地に甚大な被害をもたらした。津波や液状化による被

害が顕著であったが，地震動により被害を受けた RC 建

物も確認された。東日本大震災合同調査報告 1)によれば，

被災した RC 建物の中には，耐震補強されたにもかかわ

らず被害が生じた建物が複数確認された。さらに同報告

1)は，耐震補強された建物は未補強建物に比べ基礎構造

の被害が激化する傾向にあることを指摘した。 

 これまで上部構造および杭基礎の地震被害を解析的に

検討した事例として，例えば文献 2)や 3)などがある。し

かし耐震補強された建物における同種の検討はほとんど

行われていない。兵庫県南部地震以降，既存 RC 建物の

耐震補強が積極的に推進されており，耐震補強されたRC

建物の上部構造と基礎構造との被害の相関を検証するこ

とは重要なテーマの一つである。 

そこで本研究は，鉄骨ブレースで耐震補強されたが，

東北地方太平洋沖地震にて上部構造は中破し，基礎構造

は大破した RC 学校建物を検討対象とした。当該建物に

おける上部構造の地震応答性状は第 2 次耐震診断や多質

点系モデルの地震応答解析によって検討された 4)。本報

では当該建物の上部および基礎構造の被害の相互関係を

検証するため，対象建物における耐震補強前後の建物－

杭－地盤から成る連成系モデルを作成し，地震応答解析

を行い，地震応答性状について比較考察する。 

 

2. 建物概要 

 対象建物である I 中学校普通教室棟(写真－1)は栃木県

芳賀郡に位置する中学校である。I 中学校の敷地は小高

い丘の上にあるが(標高 122.1m)，谷地形が複雑に入り込

んでいるため，一部の谷を埋め立てて建物が建設された。

本震時における付近の気象庁震度は 6 強であった。校舎

は新耐震設計法以前の 1974 年に竣工した。図－1および

図－2 に普通教室棟の 1 階伏図および C 通り軸組図を示

す。上部構造は塔屋付き地上 3階建てのRC建物であり，

桁行方向は腰壁・垂壁が取り付いたフレーム構造，梁間

方向は耐震壁付きフレーム構造である。2009 年に耐震補

強が実施され，桁行方向 1・2 階および PH に鉄骨ブレー

スが設置された。また下階壁抜け柱を解消するために梁

間方向 1 階 20 通りに開口付き RC 壁が増設された。3 階

は第 2 次耐震診断の結果，十分な耐震性能を有すると判

断されたため耐震補強は行われていない。耐震補強の結

果，構造耐震指標ܫௌは桁行方向 1 階で 0.43 から 0.71，2

階で 0.48 から 0.79，3 階で 0.64 から 0.67 に上昇した 4)。

基礎構造は杭基礎であり，RC 杭が使用された。表－1に

1 階柱断面および杭断面を示す。1 階柱断面は 550×

500mm で帯筋(2-9φ)の間隔は 165mm(せん断補強筋比

0.14%)である。杭断面は 300φで杭長は約 5.5m である。

杭の帯鉄筋は後述する杭の掘削調査より 3φの丸鋼で間

隔は 100mm であり，降伏強度は 294N/mmଶと仮定した。 

 

3. 被害状況 

3.1 上部構造の被害状況 

*1 首都大学東京大学院 都市環境科学研究科建築学域 博士前期課程 (正会員) 

*2 首都大学東京大学院 都市環境科学研究科建築学域 教授 工博 (正会員) 

写真－1 普通教室棟 北側立面全景 
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本震から約 1 ヶ月が経過した 4 月 27 日に現地調査が

行われた。図－1 および図－2 に各部材の損傷度をロー

マ数字で示す。被害は耐震補強が行われていない 3 階に

集中し，RC 短柱で損傷度Ⅳのせん断破壊や，損傷度Ⅲの

激しいせん断ひび割れが見られた(写真－2)。1，2 階は鉄

骨ブレースから 1 スパン離れた C－8 通りの RC 短柱で

損傷度ⅣあるいはⅢの被害が見られた(写真－3)。また鉄

骨ブレース脇の RC 柱にも軽微なせん断ひび割れが発生

した。北側の 1 階の便所で土間スラブが 290mm 局所的

に沈下したが建物全体の沈下及び傾斜は見られなかった。 

 被災前に対する被災後の耐震性能の割合で定義する耐

震性能残存率ܴ5)は，桁行方向 1 階でܴ ൌ 83%，2 階でܴ ൌ

86%，3 階でܴ ൌ 77%となり被災度は中破だった。一方，

梁間方向は 1 階でܴ ൌ 95%，2 階でܴ ൌ 95%，3 階でܴ ൌ

83%となり被災度は小破だった。 

3.2 基礎構造の被害状況 

本震から 8 ヶ月が経過した 2011 年 11 月に杭の掘削調

査が行われた。掘削調査位置を図－1に示す。C－8 通り

および D－18 通りの杭 4 本が確認された。D－18 通りの

右杭は激しく折損した。一方，左杭はコンクリートが剥

落し，主筋が座屈した(写真－4)。C－8 通りの右杭は杭頭

部で曲げ・せん断ひび割れが生じ，コンクリートが剥落

した。また上部構造にも基礎構造の損傷に起因する被害

が見られ，1 階および 3 階の柱数本が 0.4～0.6%傾斜し

た。これは杭が本震によって被害を受け，8 ヶ月間で上

部構造が徐々に傾斜したためと考えられる。以上から基

図－１ 普通教室棟 1階伏図 

図－２ 普通教室棟 C通り軸組図 
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礎構造の被災度は大破と判断した。なお本建物は 2011 年

に取り壊しが決定し，現在は新校舎が建っている。 

 

4. 立体骨組モデルの静的漸増載荷解析 

 当該建物の地震応答性状を検証するにあたり，上部構

造の初期層剛性を算出するため，耐震補強前後の立体骨

組モデルによる静的漸増載荷解析を行った。解析には弾

塑性解析プログラム SNAP6)を使用した。外力分布にはܣ௜

分布を用い，載荷方向は桁行(西→東)とした。建物は剛床

を仮定した 3 次元立体骨組モデルとし，階全体のねじり

変形は考慮し，ܲ െ 効果は無視した。柱・梁は材端に剛߂

域を有する線材に置換し，剛域は直交する部材のフェイ

ス位置から 1/4 内側までとした。ただし腰壁・垂壁およ

び袖壁が取り付く場合は，それらを柱・梁の剛域に加味

した。部材のせん断変形は考慮し，ねじり変形は無視し

た。柱の剛性には柱主筋および袖壁断面積の影響を，梁

の剛性には梁主筋および腰壁・垂壁・スラブ断面積の影

響をそれぞれ加味した。コンクリートブロック壁および

雑壁は重量のみ考慮し，耐力・剛性は無視した。コンク

リートおよび鉄筋の材料特性は既往研究 4)と同じ値を使

用した。 

 梁は材端ばねモデルに置換し，軸変形は無視した。柱

は 2 方向曲げと軸力の相互作用を考慮できる Multi-

Spring(以下 MS)ばねと 2 方向のせん断ばねを取り付けた。

耐震壁は 3 本柱モデルとし，壁板は面外方向の曲げを負

担しない MS ばねと面内方向のせん断力(付帯柱分も含

む)を負担するせん断ばねを配置してモデル化した。また

付帯柱は面内方向のみピン接合とした。図－3 に鉄骨ブ

レース架構のモデルを示す。鉄骨ブレースの斜材は軸ば

ねを有する両端ピンのトラス材とし，実際の座屈長さ・

角度となるように節点からオフセットさせ剛域として扱

った。なお耐震壁および鉄骨ブレース架構の上下梁は剛

とした。さらに基礎の浮き上がりを考慮するため，圧縮

のみ抵抗する鉛直ばねを 1 階柱脚に配置した。杭の沈下

剛性は施工法を考慮した弾性論に基づく方法 7)より求め，

杭 1 本あたりのばね定数は 264.7kN/mm とした。各部材

におけるばねの復元力特性は文献 8)と同様に設定した。 

 解析の結果，各階の初期層剛性は耐震補強前の場合，

1 階 5354kN/mm，2 階 4756kN/mm，3 階 3668kN/mm であ

った。一方，耐震補強後の場合は 1 階 5824kN/mm，2 階

5111kN/mm，3 階 3848kN/mm であった。 

 

5. 推定地震動の作成 

本震時に当該建物に入力された地震動を推定するた

め，地盤の地震応答解析を行った。解析には一次元重複

反射理論に基づく等価線形解析プログラム DYNEQ9)を

使用した。図－4 に I 中学校で実施した当該敷地の地盤

調査結果および後述の方法で推定したせん断波速度を示

す。ボーリング柱状図は対象建物から最も近い地点のデ

ータであり，普通教室棟直下の地盤構造と同様であると

考える。本解析ではこのボーリングデータを用いて地盤

剛梁 
基礎ばね 

軸ばね 
MS ばね 

せん断ばね 
(壁面内) 

せん断ばね 
(壁面外) 

図－3 鉄骨ブレースモデル 

図－4 地盤調査結果 

図－5 I 中学校の地表加速度時刻歴 
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のモデル化を行った。各地層におけるせん断波速度は PS

検層が行われていないため，標準貫入試験より得られた

N 値を用いて中央防災会議による式 10)から算出した。ま

た土の繰り返しせん断特性は，Hardin-Drnevich モデル 11)

を用いた。ここで各層の基準せん断ひずみおよび最大減

衰定数は古山田・宮本らによる提案値 12)を用い，基準せ

ん断ひずみは粘性土 0.18%，砂質土 0.10%とし，最大減

衰定数は粘性土 17%，砂質土 21%とした。また最小減衰

定数は粘性土，砂質土ともに 2%とした。有効ひずみは周

波数によらないとして，有効ひずみ係数は 0.65 とした。

解析モデルに入力する地震動は，I 中学校から直線距離

で約 3km 離れた KiK-net 芳賀観測点の地中(深度 112m)で

観測された本震時の加速度時刻歴(EW 方向)とする(図－

5参照)。深度 20.9m 以深の砂礫層で推定せん断波速度が

400m/s を超えるので，砂礫層以深を工学的基盤と判断し，

地震波の入力を行った。 

図－5 に地盤の地震応答解析より得られた I 中学校の

地表加速度時刻歴を示す。KiK-net 芳賀観測点の最大地中

加速度は 172.8gal だったのに対し，I 中学校の最大地表

加速度は表層地盤の増幅効果により 585.5gal となった。

土の最大せん断ひずみは 0.16%であり，等価線形解析の

適用範囲内であった。図－6に Nigam による方法(線形加

速度法)で求めた減衰定数 3%時における加速度応答スペ

クトルを示す。I 中学校の地表面における加速度応答ス

ペクトルの卓越周期は 0.32 秒であった。図－7 に工学的

基盤に対する最大相対変位分布を示す。深度 10～15m に

おいて軟弱な粘土層があるため地盤変位が大きくなった。

また杭先端位置(図中の点線)から上部の地盤の相対変位

は大きくなく，杭頭部の損傷は上部構造からの慣性力に

よる影響が大きいと考えられる。 

 

6. 建物－杭－地盤連成系モデルを用いた地震応答解析 

6.1 モデルの概要 

本震時における当該建物の上部構造および杭基礎の

地震時挙動を把握するために建物－杭－地盤連成系モデ

ルによる多質点系地震応答解析を行った。解析には弾塑

性解析プログラム SNAP6)を使用した。解析は耐震補強前

のモデルと耐震補強後のモデルについて行った。図－8

に建物－杭－地盤連成系の解析モデルを示す。モデルは

上部構造および杭基礎を質点に置換した Penzien 型モデ

ル 13)である。上部構造は各階を質点とせん断ばねに置換

した 3 質点等価せん断型モデルとした。各階の重量は基

礎 11534kN，1 階 15731kN，2 階 14108kN，3 階 13312kN

であり，構造階高は 1 階 5300mm，2・3 階 4175mm であ

る。基礎は対象建物を支持する 220 本の杭を 1 本に集約

し，材端ばねモデルとした。なお変動軸力の影響は考慮

しない。杭と地盤をつなぐ水平方向の杭周地盤ばねは杭

の各質点に取り付けた。また回転地盤ばねは杭頭位置に

取り付けた。杭先端は鉛直方向のみ固定とした。 

上部構造における各階の復元力特性は，第 4 章で得ら

れた初期層剛性と第 2 次耐震診断結果 4)を用いて設定し

た。図－9 に第 2 次耐震診断における桁行方向の累積強

度指標்ܥ－靭性指標ܨ関係 4)を，図－10 に上部構造の復

元力特性をそれぞれ示す。各階の骨格曲線はトリリニア

モデルとした。降伏耐力ܳ௬は்ܥ െ の最்ܥ関係におけるܨ

大値を用いて式(1)より算出し，降伏変位ߜ௬は்ܥが最大と

なるܨに対応する変形角(ܨ ൌ 1.0で 1/250)を降伏変位と
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図－9 累積強度指標－靭性指標関係 4) 

図－10 上部構造の復元力特性 

図－8 建物－杭－地盤連成系の解析モデル 

図－11 杭の復元力特性(1 本あたり) 

 ௬ܯ

 ௖ܯ

߶௬ ߶௖ 

回転地盤ばね

地盤の地震応答解析

より得られた

変位応答と速度応答

杭

水平方向の

杭周地盤ばね

上部構造

55
0

0
5

30
0

41
7

5
41

75

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5

累
積

強
度

指
標
C
T

靭性指標F

1階 補強前
1階 補強後
2階 補強前
2階 補強後
3階

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

0 10 20 30 40 50

層
せ

ん
断

力
(k
N
)

層間変位(mm)

1階 補強前 1階 補強後

2階 補強前 2階 補強後

3階 補強前後

-1150-



した。ここで，∑ܹは該当階よりも上部の重量を表す。 

   ܳ௬ ൌ ்ܥ ∙ ௜ܣ ∙෍ܹ           ሺ1ሻ 

またひび割れ耐力ܳ௖は降伏耐力ܳ௬の 1/3 倍とし，ひび

割れ変位ߜ௖は初期剛性とひび割れ耐力から算出した。な

お本解析では降伏耐力以降の耐力低下は考慮せず，第３

剛性は初期剛性の 1/1000 倍とした。各階の履歴特性は耐

震補強前の場合，1・2 階でܨ ൌ 1.0を超えると்ܥが急激に

低下し，靭性能にあまり期待できないことから原点指向

型モデルとした。3 階はܨ ൌ 1.14の曲げ柱が階全体の柱

の半数以上を占めた。耐震診断ではせん断終局耐力を算

出する際に荒川 min 式を使用するが，現実のせん断終局

耐力はさらに大きいと考えられ，靭性指標ܨも大きくな

る。そこで 3 階の履歴特性は武田モデルとした。一方，

耐震補強後の場合は全階で武田モデルとした。 

杭の曲げ変形に対する復元力特性は，長期軸力を考慮

した杭の断面解析を行い，得られた曲げモーメントܯ－

曲率߶関係をトリリニアにモデル化することで与えた。

図－11に杭の復元力特性を示す。初期剛性はܧ)ܫܧ：ヤン

グ係数，ܫ：断面二次モーメント)とし，第 1 折れ点の耐

力ܯ௖は曲げひび割れ発生点とした。第 2 折れ点の耐力ܯ௬

は最大耐力とし，第 2 折れ点の曲率߶௬はܯ െ ߶関係にお

ける履歴面積とトリリニアモデルの履歴面積とが一致す

るように設定した。第 3 剛性は初期剛性の 1/1000 倍と

し，履歴特性は武田モデルとした。 

地盤ばねは文献 14)を参考に算出した。水平方向の杭

周地盤ばねの非線形特性は双曲線モデルとし，初期剛性

は Francis の式 15)，極限地盤反力は Broms の式 16)を用い

て算出し，群杭効果を考慮した。また逸散減衰として

Gazetas らの減衰定数ܿを与えた 17)。回転地盤ばねは限界

耐力計算法による方法 18)を用いて算出した。 

応答計算において，数値積分は Newmarkβ法(β=1/4：

平均加速度法)を用い，時間刻みは 0.002 秒とした。減衰

は瞬間剛性比例型とし，粘性減衰は 3%とした。入力地震

動は前章で作成した推定地震動(0 秒～300 秒)とし，杭先

端位置での加速度時刻歴をモデル全体に入力し，前章で

得た地盤の応答変位・速度を杭の各質点に取り付けた杭

周地盤ばねを介して入力した。 

6.2 解析結果 

図－12 に上部構造の最大応答層間変形角ܴを，図－13

に杭の塑性率分布をそれぞれ示す。ここで塑性率は第 2

折れ点の曲率߶௬に対する最大応答曲率の比で定義する。

上部構造の最大応答層間変形角について，補強前の場合

は 1 階でܴ ൌ 1.18%，2 階でܴ ൌ 0.66%，3 階でܴ ൌ 0.33%

となった。一方補強後の場合は 1 階でܴ ൌ 0.39%，2 階で

ܴ ൌ 0.36%，3 階でܴ ൌ 1.69%となった。補強前と比較し

て，1・2 階は鉄骨ブレース増設により最大応答変形角が

小さくなったが，3 階の最大応答変形角は 5 倍以上に増

大した。また耐震補強前後の杭応答を比較すると両者と

もに杭頭部で降伏変位に到達したが，補強前の場合は塑

性率が 1.8であるのに対し，補強後の場合は塑性率が 11.2

に達した。このように耐震補強前後で上部構造の応答だ

けでなく，杭の応答にも大きな差異が生じた。上部構造
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図－12 上部構造の最大応答層間変形角 

図－13 杭の塑性率分布 
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図－14 層間変位時刻歴(95～125 秒) 

図－15 杭頭部の応答塑性率時刻歴(95～125 秒) 
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は被害が最も大きかった 3 階の応答変形が最大となり，

柱 1 本に損傷度ⅣあるいはⅢの被害が見られた 1・2 階

の応答変形はせん断部材がせん断破壊する層間変形角

0.4%をわずかに下回った。さらに杭基礎は杭頭部が降伏

したことから本解析は実被害を概ね再現できた。 

図－14に耐震補強前後における層間変位時刻歴を，図

－15に杭頭部の応答塑性率時刻歴をそれぞれ示す。補強

前は，時刻 98 秒で 1・2 階が降伏変位に到達し，同時に

杭頭の応答塑性率も 1.0 に達した。上部構造の降伏によ

って建物に入力される水平力はほぼ一定となり，杭頭の

曲げモーメントが抑えられたために杭頭の応答塑性率は

1.8 に留まった。これに対して 1・2 階を鉄骨ブレースで

耐震補強して当該階の保有水平耐力が増大すると，1・2

階の応答変形は弾性域に留まる一方で，杭頭の降伏は時

刻 98 秒で生じ，さらに時刻 115 秒(最大地動加速度に到

達する時刻)以降に杭頭に入力される水平せん断力が増

大したため杭頭の曲げ応答塑性率は 11.2 まで上昇した。 

 

7. 結論 

本研究で得られた知見を以下に示す。 

(1)本震時における I 中学校の上部構造および杭基礎の被

害の相互関係を検証するために建物－杭－地盤連成系モ

デルによる多質点系地震応答解析を実施した。その結果，

上部構造は実被害で柱のせん断破壊が集中した 3 階の応

答変形が最大となった。また杭基礎は杭頭部で曲げ破壊

が発生し，解析は実被害を概ね再現することができた。 

(2)上部構造を耐震補強することで杭頭部の曲げ変形は

補強前よりも大きくなり，降伏点曲率に対する最大応答

曲率の比で定義する塑性率は耐震補強前後で 1.8 から

11.2 に増大した。 
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